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府中市防災会議地震部会 

【資料構成】 

１ 【別紙１】「府中市地域防災計画」の修正について 

２ 【別紙２】「災害対策基本法」の改正を踏まえた主な修正について 

３ 【別紙３】今後のスケジュール 

４ 【別添】「府中市地域防災計画」（案） 





 

 

 

「府中市地域防災計画」の修正について 

 

１ 「府中市地域防災計画」修正の背景 

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を受け、平成２４年４月に東京都防災

会議地震部会は被害想定を見直し、「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」を

公表した。この報告書では、立川断層帯地震が新たに想定に加わるなど、全面的な見直

しを行っている。 

これを受け、「東京都地域防災計画」が平成２４年１０月に全面的に修正されたため、

「府中市地域防災計画」についても、新たな被害想定や「東京都地域防災計画」の修正

等を踏まえ、本市の実情に即した修正を行うこととした。 

また、東日本大震災を踏まえた法制上の課題について、平成２４年６月及び平成２５

年６月に「災害対策基本法」の改正が実施されたため、その適切な反映について精査を

進め、「府中市地域防災計画」の修正を行った。なお今年度対応した主な修正点は、別

紙２を参照。 

 

 

２ 防災会議における審議過程 

 

年度 日時 内容 

平成２４年度 
７月１９日（木） 

午前１０時から午前１１時５分まで 

計画の目的、見直しの

背景、見直しの基本的

方針等の共有 

平成２５年度 

第１回 
５月２４日（金） 

午後３時から午後４時まで 
修正の骨子等の確定 

第２回 
８月２７日（火） 

午後２時３０分から午後４時まで 

個別課題への対応、減

災目標、避難場所の名

称整理、広域避難場所

の見直し等の確認 

第３回 
１１月１４日（木） 

午後３時から 

パブリックコメント手

続、東京都との調整に

向けた修正案の確認 

第４回 未定 確定（予定） 

別紙１ 



 

３ 「府中市地域防災計画」の構成 

 

 

 

 

 

４ その他 

平成２５年度第２回の防災会議で提示した課題について、検討が必要なものについて

は、「府中市地域防災計画」の修正後においても、引き続き府中市の防災力向上のため

に精査を進めていく。 

 

【例】 

 ・自主防災組織の育成強化 

 ・市職員の事業継続体制、情報連絡体制の確保 

 ・一時滞在施設の確保、事業所等との連携強化 

 ・避難所管理運営体制の明確化、女性参画の推進 

 ・り災証明発行体制の確保 

「府中市地域防災計画」 

第１部 府中市の防災力の高度化に向けて【第１章~第４章】 

第２部 施策ごとの具体的計画（災害予防・応急・復旧計画）【第１章~第１３章】 

第３部 災害復興計画【第１章~第２章】 

「震災編」 

第１部 風水害に強い府中市を目指して【第１章】 

第２部 災害予防計画【第１章~第５章】 

第３部 災害応急・復旧対策計画【第１章~第６章】 

「風水害編」※震災編の修正を準用する形で修正 

第１部【第１章~第６章】 

「東海地震事前対策編」 

震災編資料 

風水害編資料 

「資料編」 



 

 

「災害対策基本法」の改正を踏まえた主な修正について 

 

平成２５年６月２１日に公布・施行（一部の規定を除く）された「災害対策基本法」（以

下「改正法」という。）について、法が地域防災計画への規定を求める内容は、今回の修正

過程で可能な限り反映した。その主なものは次のとおり。 

 

 

１ 災害の定義の見直し【第１部第３章 P１９】 

改正法第２条において明確化された災害の定義を地域防災計画に反映し、各施策が想

定する災害を明らかにした。 

 

２ 指定緊急避難場所の指定【第２部第９章 P２１５】 

切迫した災害の危険から逃れるための「避難場所」と、避難生活を送るための「避難

所」が必ずしも明確に区別されておらず、東日本大震災では被害拡大の一因となった。

このことから、改正法第４９条において、災害に定義される異常な現象の種類ごとに、

一定の基準を満たす施設又は場所を「指定緊急避難場所」として指定、市民への周知が

求められている。 

このことについては、法の規定に則した今後の体制整備について検討することを、地

域防災計画に記載した。 

 

３ 民間事業者の責務等【第２部第２章 P５８】 

これまで法律上、住民としての責務を有するに過ぎなかった民間事業者について、改

正法第７条２項及び第４９条の３等において、国及び地方公共団体が実施する、防災に

関する施策への協力に努めることが規定された。 

このことについて地域防災計画に反映し、協定の締結等、民間事業者との連携の必要

性を明らかにした。 

 

４ 地区防災計画【第１部第１章 P４】 

改正法第４２条において、「自助・共助」による自発的な防災活動を促進し、ボトム

アップ型で地域における防災力を高めるため、市町村の一定の地区内の居住者及び事業

者は、当該地区における防災活動に関する計画として、「地区防災計画」を市防災会議

に提案できることとされた。 

このことについて地域防災計画に反映し、基本理念である「自助・共助」の重要性を

示した。 

別紙２ 



 

５ 避難行動要支援者名簿の作成【第２部第２章 P４９】 

本市が支援対象としてきた災害時要援護者について、改正法第４９条により、その名

称が避難行動要支援者とされ、法の趣旨に沿った体制整備を求められることとなった。 

しかしながら、国からの運用に係る通知によれば、「これまで災害時要援護者名簿等

の名称で避難行動要支援者名簿に類する名簿を作成していた市町村については、当該名

簿の内容が、本法に基づき作成される避難行動要支援者名簿の内容に実質的に相当して

いる場合に限り、改正法の施行後に改めて避難行動要支援者名簿を作成する必要はな

い。」とされている。 

これらのことから、地域防災計画へは、現事業の精査を進めることで法の趣旨に沿う整備

を進める旨記載し、名称の混同を避けるため、避難行動要支援者という名称についても触

れることとした。 



 

 

 

今後のスケジュール 

 

防災会議地震部会、防災会議において策定された「府中市地域防災計画」（案）について

は、パブリックコメント手続、東京都との調整等により、最終的な内容の精査を進める。

そのスケジュールについては、次の表に示すとおり。 

 

 

年 月 内容 

平成２５年 １１月 

第３回 防災会議地震部会及び防災会議における審議 

パブリックコメント手続 

「府中市地域防災計画」（案）を東京都に照会 

平成２６年 

１月 

第４回 防災会議地震部会における審議 

第４回 防災会議において「府中市地域防災計画」を確定 

２月 公表 

 

 

別紙３ 


